
 

○島田市空き家改修等事業費補助金交付要綱 

平成27年３月25日 

告示第41号 

（趣旨） 

第１条 市長は、川根地域（編入前の榛原郡川根町の区域をいう。）の空き家を有効

に活用することにより、市民と移住者との交流拡大及び定住促進による地域の活性

化を図るため、空き家の改修工事又は残置物処理（以下「改修工事等」という｡)を

実施する者に対し、予算の範囲内において補助金を交付するものとし、その交付に

関しては、島田市補助金等交付規則（平成17年島田市規則第36号。以下「規則」と

いう。）及びこの要綱の定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(1) 空き家 島田市空き家バンク事業実施要綱（平成27年島田市告示第35号。以下「実

施要綱」という｡)第４条の規定により登録された空き家をいう。 

(2) 所有者等 実施要綱第４条の規定により空き家に関する情報を登録した者をい

う。 

(3) 登録確約者 実施要綱第４条の規定による空き家に関する情報の登録を行うこ

とを誓約し、かつ、登録が確実に見込まれる者をいう。 

(4) 移住者 実施要綱第９条の規定により空き家バンク利用登録台帳に登録された

者をいう。 

(5) 改修工事 建物又は附帯設備に行う修繕、補修、模様替え、取替え等の工事をい

う。 

(6) 残置物処理 空き家の居住部分に残置された電気製品、家具、食器その他の家財

道具の撤去及び処分並びに屋内及び屋外の清掃をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助の対象となる者（以下「補助対象者」という｡)は、次の表の左欄に掲げ

る区分に応じ、同表の右欄に定める要件を満たす者に掲げるものとする。 

 

 



 

区分 要件 

所有者等 登

録確約者 

(1) 補助金の申請時において、申請者及び申請者と生計を一にする世

帯の構成員に係る市税、介護保険料、国民健康保険税、保育所の保育

料、水道料、下水道使用料、市営住宅の家賃、市の汚水処理場の使用

料及び学校給食費保護者負担金（以下「市税等」という。）に滞納が

ないこと（市内に住所を有する場合に限る。）。 

(2) 移住者と生計を一にしていないこと又は3親等以内の親族でない

こと。 

移住者 (1) 実施要綱第12条の規定により空き家の交渉の申込みを行い、転居し、

又は転入して当該空き家に住所を定めること。 

(2) 所有者等及び登録確約者と生計を一にしていないこと又は３親等以

内の親族でないこと。 

（補助対象事業） 

第４条 補助の対象となる事業（以下「補助対象事業」という｡)は、次の表の左欄に

掲げる補助対象事業の区分に応じ、同表の中欄に掲げる補助対象者ごと、同表の右

欄に定める要件を満たすものとする。 

補助対象事業 補助対象者 要件 

改修工事 所有者等 

移住者 

(1) 改修工事の実施について所有者等及び移住

者が合意していること。 

(2) 所有者等と移住者が空き家の賃貸借契約又

は使用貸借契約（契約期間が５年以上のものに

限る。以下「賃貸借契約等」という｡)を締結し

ていること。 

(3) 補助金の交付の申請の日（以下「申請日」と

いう｡)において、賃貸借契約等の締結の日から

６月を経過していないこと。 

(4) 市内に事業所を有する事業者（個人事業者を

含む｡)により施工されること。 

残置物処理 所有者等 

移住者 

(1) 残置物処理の実施について所有者等及び移

住者が合意していること。 



 

(2) 所有者等と移住者が空き家の賃貸借契約等

を締結していること。 

(3) 申請日において、賃貸借契約等の締結の日か

ら６月を経過していないこと。 

登録確約者 申請日において、実施要綱第４条第１項の規定に

よる空き家に関する情報の登録の申込みを行っ

ていること。 

（補助対象経費等） 

第５条 補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、次の表のとお

りとする。 

補助対象事業 補助対象経費 

改修工事 (1) 水道、ガス又は電気の改修に要する経費 

(2) トイレ又は風呂の改修に要する経費 

(3) 内装、外装又は屋根の改修に要する経費 

(4) (1)から(3)までに掲げるもののほか、市長が適当と認める

経費 

残置物処理 (1) 家財道具の搬出又は廃棄に要する経費 

(2) 屋内又は屋外の清掃に要する経費 

(3) (1)及び(2)に掲げるもののほか、市長が適当と認める経費 

２ 補助金の額は、補助対象経費の額（補助対象経費について国・県等から補助金等

の交付を受けている場合にあっては、補助対象経費の額から当該補助金等の額を控

除した額。以下この項において同じ｡）の２分の１以内の額とし、次の各号に掲げる

区分に応じ、それぞれ当該各号に定める金額を限度とする。 

(1) 改修工事 30万円（移住者が申請時において中学生以下である子どもと改修した

住宅に同居する場合にあっては、50万円）のいずれか少ない額 

(2) 残置物処理 10万円 

３ 前項の補助金の額に1,000円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てる。 

４ 一の空き家に対し、改修工事等に係る補助金の交付は、それぞれ１回に限るもの 

とする。 

 



 

（交付の申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者は、あらかじめ、規則第13条第１号アに規

定する補助金交付申請書に次の表の左欄に掲げる補助対象事業の区分に応じ、同表 

の右欄に掲げる書類を添えて、市長に申請しなければならない。 

補助対象事業 書類 

改修工事 (1) 事業計画書（様式第１号） 

(2) 規則第13条第３号に規定する収支予算書 

(3) 位置図 

(4) 配置図 

(5) 平面図 

(6) 見積書の写し 

(7) 改修工事を行う前の状況を撮影した写真 

(8) 空き家の賃貸借契約書又は使用貸借契約書の写し 

(9) 空き家の登記事項証明書又は所有者及び建築年月日を確

認することができる書類 

(10) 誓約書（様式第２号） 

(11) 移住者の住民票の写し 

(12) 当該住宅の改修工事等に関する所有者等の承諾書（様式

第３号）（申請者が移住者の場合に限る｡) 

(13) 市税等に滞納がないことを確認できる書類若しくはその

写し又は市の職員が市税等に滞納がないことを調査するこ

とを承諾する書類（申請者が所有者等であって、市内に住所

を有するものの場合に限る｡) 

(14) (1)から(13)までに掲げるもののほか、市長が必要と認め

る書類 

残置物処理 (1) 撤去及び処分に係る費用の明細書及び見積書の写し 

(2) 撤去及び処分を要する居住部分の室内の写真 

(3) 空き家の賃貸借契約書又は使用貸借契約書の写し（申請者

が所有者等又は移住者の場合に限る｡) 

(4) 空き家の登記事項証明書又は所有者及び建築年月日を確



 

認することができる書類 

(5) 誓約書 

(6) 移住者の住民票の写し（申請者が所有者等又は移住者の場

合に限る｡) 

(7) 市税等に滞納がないことを確認できる書類若しくはその

写し又は市の職員が市税等に滞納がないことを調査するこ

とを承諾する書類（申請者が所有者等又は登録確約者であっ

て、市内に住所を有するものの場合に限る｡) 

(8) (1)から(7)までに掲げるもののほか、市長が必要と認める

書類 

（交付の条件） 

第７条 規則第５条第２項の規定により付する条件は、次のとおりとする。 

(1) 次に掲げる事項のいずれかに該当する場合には、あらかじめ、市長の承認を受

けなければならないこと。 

ア 補助対象事業の内容の変更をしようとする場合 

イ 補助対象経費の額の20パーセントを超える額の変更をしようとする場合 

(2) 補助金の収支に関する帳簿を備え、領収書等関係書類を整理し、並びにこれら

の帳簿及び書類を補助金の交付を受けた年度終了後５年間保管しておかなければ

ならないこと。 

(3) 補助対象事業により効用の増加した財産については、補助金の交付を受けた日

から５年を経過するまでは、市長の承認を受けないで、補助金の目的に反して使

用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならないこと。 

(4) 市長の承認を受けて前号に規定する財産を処分することにより収入があった場

合には、補助金の全部又は一部を市に納付させることがあること。 

(5) 補助対象事業により効用の増加した財産については、補助対象事業の完了後に

おいても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を図

らなければならないこと。 

(6) 誓約事項に違反しないこと。 

（交付決定の通知） 

第８条 市長は、補助金の交付を決定したときは、規則第13条第４号アに規定する補



 

助金交付決定通知書により、補助金の交付の申請をした者に通知するものとする。 

（変更の承認） 

第９条 補助金の交付の決定を受けた者が第７条第１号ア及びイに規定する変更をし

ようとするときは、規則第13条第５号に規定する補助金交付変更承認申請書に次に

掲げる書類（当該変更に係るものに限る｡)を添えて、市長の承認を受けなければな

らない。 

(1) 変更事業計画書（様式第１号） 

(2) 規則第13条第３号に規定する変更収支予算書 

(3)見積書の写し 

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の申請書が提出された場合において、その内容を適当と認めるとき

は、規則第13条第６号に規定する補助金交付変更承認書により、当該申請をした者

に通知するものとする。 

（実績報告） 

第10条 補助金の交付の決定を受けた者は、補助対象事業の完了の日から起算して30

日を経過した日又は補助金の交付の決定のあった日の属する年度の翌年度の４月10

日のいずれか早い日までに、規則第13条第７号に規定する実績報告書に次に掲げる

書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(1) 事業実績書（様式第１号） 

(2) 規則第13条第３号に規定する収支決算書 

(3) 補助対象事業の完了を確認することができる写真 

(4) 請負契約書の写し 

(5) 補助対象事業に要した経費の領収書の写し 

(6) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（交付確定の通知） 

第11条 市長は、補助金の額を確定したときは、規則第13条第８号に規定する補助金

交付確定通知書により、補助金の交付の決定を受けた者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第12条 補助金の交付の確定を受けた者が補助金を請求しようとするときは、前条の

補助金交付確定通知書を受け取った日から起算して10日を経過した日までに、規則



 

第13条第９号に規定する請求書を市長に提出しなければならない。 

（その他） 

第13条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。



様式第１号（第６条、第９条、第10条関係） 

 

事業計画書（変更事業計画書、事業実績書） 

 

対象空き家

の 概 要 

所在地  

構造等  

延べ床面積  

所有者  

改修工事等の区分 □ 改修工事  □ 残置物処理 

改 修 工 事 

事業の内容  

事業期間（予定） 
年  月  日から 

年  月  日まで 

所有者の同意 □ 有  □ 不要 

補助対象経費 円 

交付申請額 円 

施
工
業
者 

所 在 地  

名 称 及 び 

代表者氏名 
 

電 話 番 号  

残置物処理 

事業期間（予定） 
年  月  日から 

年  月  日まで 

所有者の同意 □ 有  □ 不要 

補助対象経費 円 

交付申請額 円 

施
工
業
者 

所 在 地  

名 称 及 び 

代表者氏名 
 

電 話 番 号  

賃貸借契約 □ 未  □ 済 

移

住

者 

住 所  

ふ り が な  生年月日  ・  ・  

氏 名  電話番号  

入
居
し
た
世
帯

の

構

成

員 

氏名（ふりがな） 続柄 生年月日 学校名・クラス 

   ・  ・   

   ・  ・   

   ・  ・   

   ・  ・   

 



 

様式第２号（第６条関係） 

 

誓 約 書 

 

 空き家改修等事業費補助金の交付申請に当たり、次のとおり誓約します。 

１ 空き家の賃貸借契約等を締結している場合 

補助金の交付を受けて改修工事等を実施した住宅については、５年以上、 

     の住宅として      ことを誓約します。 

 

２ 空き家の賃貸借契約等を締結していない場合 

 補助金の交付を受けて残置物処理を行った住宅については、２年間空き家バンク空

き家登録台帳に登録することを誓約します。 

   年  月  日 

 

島⽥市⻑ 

 

 

住所           

申請者              

氏名           

 

使用する 

使用させる 



 


